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本書において使用している主な省略語は、次のとおりです。 

ＮＰＯ法 ………………特定非営利活動促進法（平成 10年法律第 7号） 

ＮＰＯ法人………………特定非営利活動促進法第 2条第 2項に規定する特定非営利活動法人 

認定ＮＰＯ法人…………特定非営利活動促進法第 44条第 1項に規定する認定特定非営利活動法人 

特例認定ＮＰＯ法人………特定非営利活動促進法第58条第1項に規定する特例認定特定非営利活動法人 

認定ＮＰＯ法人等………認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人 

暴力団員不当行為防止法…暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号） 
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